
こども家庭庁支援局 住まい支援策について

１. 対象者は？
・ひとり親家庭
・社会的養護経験者等

（里親等への委託や、児童養護施設等への入所措置を受けていた者等）

2. 支援策は？

ひとり親 社会的養護対象者

ひとり親家庭住宅支援資金貸付事業（P1） 児童自立生活援助事業（P3-5）

母子父子寡婦福祉資金貸付金（P2） 社会的養護自立支援拠点事業（P6）

身元保証人確保対策事業（P7）

児童養護施設退所者等に対する自立支援資金貸
付事業（P8）
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３  実施主体等

２  事業の概要・スキーム

ひとり親家庭住宅支援資金貸付【令和３年度創設】

１  事業の目的
母子・父子自立支援プログラムの策定を受け、自立に向けて意欲的に取り組んでいる児童扶養手当受給者に対し、住居の借

り上げに必要となる資金の貸付制度を創設することにより、就労又はより稼働所得の高い就労、こどもの高等教育の確保など
に繋げ、自立の促進を図ることを目的とする。

【対象者】
児童扶養手当受給者（同等の水準の者を含む。ただし、所得水準を超過した場合でも1年以内であれば対象とする。）であっ

て、母子・父子自立支援プログラムの策定を受け、自立に向けて意欲的に取り組んでいる者
【貸付額等】

貸  付 額：原則12か月に限り、入居している住宅の家賃の実費（上限４万円）を貸付
償還期限：都道府県知事等が定める期間
利 息：無利子
償還免除：１年以内に就職をし、就労を１年間継続したとき

               死亡又は障害により償還することができなくなったとき
長期間所在不明で返還が困難と認められる場合であって履行期限到達後に返還を請求した最初の日から５年経過

償還猶予：災害、疾病、負傷その他やむを得ない事由があるとき、その事由が継続する期間

○実施主体が都道府県又は指定都市の場合：９／１０（国９／１０、都道府県又は指定都市１／１０）
○実施主体が都道府県又は指定都市が適当と認める民間法人の場合：定額（９／１０相当）

※ 都道府県又は指定都市は、貸付実績に応じて１／１０相当を負担（特別交付税措置）
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４  貸付実績（令和４年度）

○貸付件数：１，７２９件 ○貸付金額：５億8,775万円

改

＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金 ＞ 令和６年度予算 163 億円の内数 （162 億円の内数 ） ※  （ ）内は前年度当初予算

支援局 家庭福祉課



※貸付金の件数・金額とも約９割が、児童の修学資金関係

 ○ 母子父子寡婦福祉資金は、配偶者のない女子又は配偶者のない男子であって現に児童を扶養しているもの等に対し、その
経済的自立の助成と生活意欲の助長を図り、あわせてその扶養している児童の福祉を増進することを目的としている。

 ○ 母子及び父子並びに寡婦福祉法の規定に基づき行われている。

 【貸付対象者】
① 母子福祉資金：配偶者のない女子で現に児童を扶養しているもの（いわゆる母子家庭の母）、母子・父子福祉団体 等
 ② 父子福祉資金：配偶者のない男子で現に児童を扶養しているもの（いわゆる父子家庭の父）、母子・父子福祉団体 等
 （平成26年10月１日より）
 ③ 寡婦福祉資金：寡婦（配偶者のない女子であって、かつて配偶者のない女子として児童を扶養していたことのあるもの） 等

【貸付金の種類】
 ①事業開始資金、②事業継続資金、③修学資金、④技能習得資金、⑤修業資金、⑥就職支度資金、⑦医療介護資金、⑧生活資金、
⑨住宅資金、⑩転宅資金、⑪就学支度資金、⑫結婚資金（計12種類）

【貸付条件等】
 ○ 利 子：貸付金の種類、連帯保証人の有無によって異なるが、無利子または、年利1.0％
 ○ 償還方法：貸付金の種類によって異なるが、一定の据え置き期間の後、３年～20年

【実施主体】都道府県・指定都市・中核市
【負担割合】国２／３、都道府県・指定都市・中核市１／３
【貸付実績（令和４年度）】
① 母子福祉資金：９７億９，５９６万円（１７，４７３件）
 ② 父子福祉資金： ６億９，８８６万円（ １，１８５件）
 ③ 寡婦福祉資金： ２億７，４０７万円（ ３９２件）

母子父子寡婦福祉資金貸付金【昭和28年度創設】

令和６年度当初予算  14.2 億円（14.2 億円） ※（）内は前年度当初予算額

３  実施主体等

１  事業の目的

２  事業の概要・スキーム

支援局 家庭福祉課
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１．目的

次に掲げる者に対しこれらの者が共同生活を営むべき住居その他内閣府令で定める場所における相談その他の
日常生活上の援助及び生活指導並びに就業の支援（以下「児童自立生活援助」という。）を行い、あわせて児童
自立生活援助の実施を解除された者に対し相談その他の援助を行う事業。（児童福祉法第６条の３第１項）

・ 義務教育を終了した児童又は児童以外の満20歳に満たない者であって、措置解除者等（第27条第１項第３号に規定する措置（政令
で定めるものに限る。）を解除された者その他政令で定める者をいう。以下同じ。）であるもの

・ 満20歳以上の措置解除者等であって内閣府令で定めるもののうち、学校教育法第50条に規定する高等学校の生徒であること、同法
第83条に規定する大学の学生であることその他の内閣府定で定めるやむを得ない事情により児童自立生活援助の実施が必要であると
都道府県知事が認めたもの

２．実施主体

都道府県、指定都市、児童相談所設置市

３．実施場所

（１）児童自立生活援助事業所Ⅰ型

法第６条の３第１項に規定する共同生活を営むべき住居（自立援助ホーム）

（２）児童自立生活援助事業所Ⅱ型

母子生活支援施設、児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設

（３）児童自立生活援助事業所Ⅲ型

小規模住居型児童養育事業を行う住居（ファミリーホーム）、里親の居宅

４．設備

（１）児童自立生活援助事業所Ⅰ型、Ⅱ型

・入居者の居室（一室の定員はおおむね２人以下、一人につき4.95㎡以上、男女別）

・入居者が日常生活を営む上で必要な設備

・食堂等入居者が相互に交流を図ることができる設備

（２）児童自立生活援助事業所Ⅲ型

・なし

児童自立生活援助事業の概要 

3



５．入居定員

（１）児童自立生活援助事業所Ⅰ型 ５人以上20人以下

（２）児童自立生活援助事業所Ⅱ型 ５人以下

（３）児童自立生活援助事業所Ⅲ型 ファミリーホームの場合：６人以下（委託児童を含む。）

里親の場合：４人以下（委託児童を含む。）
６．事業所数、定員、現員数

７．職員配置について

（１）児童自立生活援助事業所Ⅰ型の場合

管理者（指導員を兼ねることができる。以下同じ。）、指導員、自立支援担当職員（加算職員）、

個別対応職員（加算職員。ただし、個別の対応が必要であると都道府県知事等が認めたこどもがいる

場合に限る。）

（２）児童自立生活援助事業所Ⅱ型の場合

管理者、指導員

 （３）児童自立生活援助事業所Ⅲ型の場合

なし

事業所数 定員 現員数

317か所 2,032人 1,061人

（※１）家庭福祉課調べ（令和５年10月１日現在）
（※２）令和４年の改正児童福祉法の施行前であるため、

自立援助ホームの数値である。
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入居定員 ６人まで ７～９人 10～12人 13～15人 16～18人 19～20人

指導員数（補助員を含む） ３以上 ４以上 ５以上 ６以上 ７以上 ８以上

必置指導員数 ２以上 ３以上 ４以上 ５以上 ６以上 ７以上

【指導員の配置（単位：人）】

入居定員 ２人まで ３～４人 ５人

指導員数（補助員を含む） １以上 ２以上 ３以上

必置指導員数 １以上 ２以上 ２以上

【指導員の配置（単位：人）】



＜社会的養護自立支援拠点事業（都道府県等の事業※都道府県、政令市、児相設置市）＞
➢ 措置解除者等や自立支援を必要とする者（※）を対象

※ 例えば、一時保護をされたが措置には至らなかった場合、施設に入所等しながら退所後を見据えた利用を行う場合、施設の退所等の後に利用する場合

➢ 相互の交流を行う場所を開設し、対象者に対する情報の提供、相談・助言、関係機関との連絡調整等を行う。

○ 施設入所等の措置等を解除された者等（措置解除者等）の実情を把握し、その自立のために必要な援助を行うことに
ついて、都道府県が行わなければならない業務にするとともに、
① 児童自立生活援助事業の対象者等の年齢要件等を弾力化する、
② 生活・就労・自立に関する相談等の機会や措置解除者等の間の相互相談等の場を提供する事業を制度に位置づける。
※ 措置解除者等：年間7,964人（令和元年度）

社会的養育経験者の自立支援（３．①関係）

18歳 20歳 22歳 18歳 20歳 22歳

措置延長

児童自立生活援助事業

【改正前】 【改正後】

措置延長

児童自立生活援助事業

Ⓐ：義務教育を終了した児童等
の満20歳に満たない者で、措
置等を解除された者等

Ⓑ：高等学校の生徒、大学生、
その他の生徒又は学生で満20
歳に達した日から満22歳に達
する年度の末日までの間の者
で満20歳に達する日の前日ま
でに自立生活援助を利用して
いた措置解除者等

Ⓐ：義務教育を終了した児童等
の満20歳に満たない者で、措
置等を解除された者等

Ⓑ：満20歳以上の措置解除者等
で高等学校の生徒、大学生そ
の他のやむを得ない事情によ
り自立生活援助の実施が必要
と都道府県知事が認めた者

別途予算対応
児童自立生活援助事業

＜児童自立生活援助事業の対象者等の年齢要件等の弾力化＞
➢ 年齢要件について都道府県知事が認めた時点まで児童自立生活援助の実施を可能（※）にするとともに、教育機関に在

学していなければならない等の要件を緩和する。
※ 満20歳以降も児童自立生活援助事業を活用して同じ施設等に入所等し続けることを可能とする。

Ⓐ Ⓑ
Ⓑ

Ⓑ

Ⓐ
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【実施主体】 都道府県、指定都市、児童相談所設置市
【補助割合】 国：1/2 、都道府県・指定都市・児童相談所設置市：1/2

社会的養護経験者や虐待経験がありながらもこれまで公的支援につながらなかった者等（以下「社会的養護経験者等」という。）の孤立を防ぎ、
社会的養護経験者等を必要な支援に適切につなぐため、設備を整え、相互の交流を行う場所を開設し、必要な情報の提供、相談・助言、これらの者
の支援に関連する関係機関との連絡調整を行うとともに、帰住先を失っている場合などに、一時的に滞在し、状況が安定するまでの間、居住支援、
生活支援を行う。

（１）相互交流の場の提供

社会的養護経験者等が集まり、自由に交流、意見交換等ができる場を提供する。

（２）生活、就労等に関する情報提供、相談支援や助言

社会的養護経験者等が抱えている、日常生活や社会生活、学業等に関する悩み
等の相談を受け、必要に応じて助言や情報提供を行う。

（３）関係機関との連絡調整

他の福祉サービス、医療的支援、法的支援等を必要をする者については、
必要な支援への連携を行う。

（４）一時避難的かつ短期間の居場所の提供

社会的養護経験者等が帰住先を失っている場合などに、一時的に滞在し、
状況が安定するまでの間、居住支援、生活支援を行う。

※（１）～（３）は実施を必須とし、（４）は地域の状況等に応じた実施を可能とする。

【補助基準額】
ア 基本分 １か所当たり 23,794千円
 ・ 支援コーディネーター１人
 ・ 生活相談支援員 １人
 ・ 就労相談支援員 １人
 ・ 相互交流費用
 ・ 関係機関連携費用

イ 生活相談支援員配置加算
 ・ 職員を２人配置する場合 １か所当たり  5,166千円

ウ 生活相談支援の回数に応じた加算
 ・ 支援回数1201回～2400回の場合 １か所当たり  2,494千円
 ・ 支援回数2401回以上の場合 １か所当たり  4,988千円
※ イ又はウのいずれか一方の加算のみ補助

エ 就労相談支援の回数に応じた加算
 ・ 支援回数1201回～2400回の場合 １か所当たり 2,494千円
 ・ 支援回数2401回以上の場合 １か所当たり 4,988千円

オ 心理療法担当職員加算
 ・ 職員を配置する場合 １か所当たり 6,955千円
 ・ 上記以外の場合（嘱託契約等） １か所当たり 887千円

カ 法律相談対応準備加算 １か所当たり 2,113千円

キ 開設準備経費加算 １か所当たり 4,000千円

ク 賃借料加算 １か所当たり 3,000千円

ケ 自立生活支援加算 １か所当たり 2,599千円

社会的養護自立支援拠点事業
＜安心こども基金を活用して実施＞

３ 実施主体等

２ 事業の概要

１ 事業の目的

情報提供や相談支援・助言

居場所の提供相互交流の場の提供

関係機関との連絡調整

社会的養護経験者等

社会的養護自立支援
拠点事業所

支援局 家庭福祉課
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身 元 保 証 人 確 保 対 策 事 業

こども等の自立支援を図る観点から、児童養護施設等に入所中又は退所したこども等や、里親等に委託中又は委託解除後のこども等
に対し、就職やアパート等の賃借、大学等へ進学する際等に施設長等が身元保証人となった場合の損害保険契約を全国社会福祉協議会
が契約者として締結することにより、身元保証人を確保し、これらの者の社会的自立の促進を図る。

児童養護施設等を退所するこどもが就職したり、アパート等を賃借する際に、施設長等が身元保証人となる場合の損害保険契約を全国
社会福祉協議会が契約者として締結する。その保険料に対して補助を行う。

《見直し》
⇒「社会的養護自立支援事業等」の事業内容の一部であったが、令和４年度児童福祉法改正に伴い、
「社会的養護自立支援事業」を廃止とするため、単独事業化。

【実施主体】 都道府県、指定都市、中核市、児童相談所設置市、市及び福祉事務所設置町村

【補助基準額】 ①就職時の身元保証 年間保険料：10,560円
②賃貸住宅等の賃借時の連帯保証 年間保険料：19,152円
③大学・高等学校等入学時の身元保証 年間保険料：10,560円
④入院時の身元保証 年間保険料： 2,400円

【補助割合】 国：１／２ 、都道府県・指定都市・中核市、児童相談所設置市：１／２

国：１／２ 、都道府県：１／４ 、市・福祉事務所設置町村：１／４

１．事業の目的

２．事業の概要

３．実施主体等
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し

児童養護施設等

退所
（措置解除）

全国社会福祉協議会

就職

アパート
等賃借 大学等

入学

施設長等

保証人

損害賠償契約

保険料補助

＜児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金 ＞ 令和６年度予算 177   億円の内数 （ 208 億円の内数 ） ※  （ ）内は前年度当初予算
（※）R５予算（208億円）の一部について、制度改正に伴い、R6予算では、他の予算科目に移管を行っている。

支援局 家庭福祉課

保険会社



児童養護施設退所者等に対する自立支援資金貸付事業

１  事業の目的

２  事業の概要

３．実施主体、補助率

令和５年度補正予算：3.0億円

○ 児童養護施設退所者等が住居や生活費など安定した生活基盤を確保することが困難な場合等において、家賃相当額の貸付や生活費の貸付、
資格取得費用の貸付を行うことにより、これらの者の円滑な自立を支援する。

【実施主体】 都道府県又は都道府県が適当と認める民間法人

【補助率】 定額（国：9/10相当） ※ 都道府県は、貸付実績に応じて1/10相当を負担

（１）就職者

就職により児童養護施設等を退所した者等であって、保護者がいない又は保護者からの養育拒否等により、住居や生活費など安定した生活
基盤の確保が困難又はそれが見込まれる者

【家賃支援費貸付】
貸 付 額 ：家賃相当額（生活保護制度における当該地域の住宅扶助額を上限とする）
貸付期間：２年間

（２）進学者

大学等への進学により児童養護施設等を退所した者等であって保護者がいない又は保護者からの養育拒否等により、住居や生活費など安定
した生活基盤の確保が困難又はそれが見込まれる者
【家賃支援費貸付】

貸 付 額 ：家賃相当額（生活保護制度における当該地域の住宅扶助額を上限とする）
貸付期間：正規修学年数

【生活支援費貸付】
貸 付 額 ：月額５万円（医療機関を定期的に受診する場合、貸付期間のうち２年間までは医療費などの実費相当額を上乗せ）
貸付期間：正規修学年数

（３）資格取得希望者

児童養護施設等に入所中又は退所した者、里親等に委託中又は委託解除された者であって、就職に必要となる資格の取得を希望する者

【資格取得支援費貸付】
貸 付 額 ：資格取得に要する費用の実費（上限25万円）

※ ５年間就業を継続した場合は返還免除（資格取得貸付は２年間の就業継続で返還免除）

※ 児童養護施設等の退所又は里親等の委託解除から５年が経過するまでの間、貸付の申請が可能

支援局 家庭福祉課
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